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すべてのくらしは 25条から 11.26埼玉集会 

人間らしく生きる権利を引き継いでいこう 
 

埼玉で 25条アクションを 

11月 26日，埼玉県県民健康センターにて

「すべてのくらしは 25条から 11・26埼玉

集会」が開かれました．この集会は，一昨年

に日比谷野外音楽堂で 4000人が集った

「10.28生活保護アクション in日比谷 25

条大集会」を受け，埼玉でも 25条を守る取

り組みをしていこうと昨年春から準備を重ね，

県内団体が徐々に加わりながら企画し（結果

的に 14団体で実行委員会を構成），開催に至

りました． 

集会の開会，閉会のあいさつは，後援団体

となっていただいた埼玉弁護士会，埼玉司法

書士会の代表が務めました． 

 

日本国憲法は日本人の強い要求が基礎 

 前半は，芝田英昭立教大学教授が講演．芝

田教授は憲法がつくられた歴史的経緯につい

て解説しました．1945年 10月，幣原喜重郎

内閣は，憲法問題調査会を発足させ，憲法改

正論議を開始しました．幣原は，新憲法を書

き上げる際に「『戦争放棄』条項を含め，日本

は軍事機構は一切持たないと決めたい」とし

ていたこと，憲法 25条１項の「すべて国民

は，健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利を有する」との文言は，衆議院での審議過

程で修正提案されて実現したことなど，憲法

は日本人の要求で作られたことを確認，一方

で，現在，社会保障の解体が進められていく

状況や世界の動向についてお話し頂きました． 

 

給食だけが栄養源… 

続くリレートークでは 7人の当事者，関係

者の皆さんが抱える困難を訴えました．学校

事務職員の方は事務室から見える子どもの貧

困として，「給食だけが栄養源の子どもは夏休

み後すっかり痩せて登校する」，「子ども医療

費助成制度が普及しているが親が診療時間内

に帰宅できないので子供を医者に連れていけ

ない」など貧困が子供をむしばんでいると告

発．さらに，学校現場に非正規の教師が増え

ている問題，長時間労働で自分の健康すら守

れない教職員の状況が話されました． 

 

国保税滞納，過酷な取り立てで自殺者も 

医療の問題では国保税滞納への過酷な取り

立てと差押えで 2人の自殺者が出たと告発．

奨学金の問題，労働問題，厳しい年金生活の

問題，介護の問題でも切実な実態が語られま

した．生活保護の問題では，引下げは違憲と

主張し訴訟の原告になったが，「働かないで，

人が払った税金でお金をもらっているのに不
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芝田英昭さん（立教大学コミュニティ福祉学部教授） 
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満を言うのか」と友人たちから批判されたが，

そうした友人も，子どもの大学の費用と親の

介護のために老後の貯金を使い果たしていた

り，長時間労働による体調不良や不安定な収

入であったり，生活保護への批判は，利用し

ていない人の悲鳴のように聞こえますと語り

ました． 

 

小さな一歩から 

リレートークの後，民進党，日本共産党，

無所属改革の党の県議代表が連帯を表明，埼

玉労福協，連合埼玉，埼労連という労働団体

それぞれが格差と貧困をなくすために頑張る

と決意を語り，三者が舞台上で固い握手を交

わしました．まだ小さな一歩ではありますが，

これを皮切りに，誰もが健康で文化的な最低

限度の暮らしを権利として保障される社会に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するまで，さらに取り組みを前進させようと

実行委員会は決意しています． 

 

 

 

  

 

埼玉県労働者福祉協議会，日本労働者組合総連合

会埼玉県連合会，埼玉県労働者組合連合会 

「すべてのくらしは２５条から １１．２６埼玉集会」アピール 
  
私たちは本日「すべてのくらしは２５条から＝１１．２６埼玉集会」を開催しました。 

 私たちは暮らしや、仕事、障害、医療、介護、学び、などの中で、様々な困難を抱えていることを話し合い、
交流し、「自分ひとりが困っているのではない」ことを知りました。多くの人が生活を脅かされて悶々として
暮らし、少しでも改善したいと取り組み、様々な努力をし、立ち上がり、闘っている人たちの存在を知りまし
た。もっともっと困っているけど、声をあげられない人が多くいます。 
  
日本国憲法第２５条には、幸福追求などの権利を守るためにも国民の生活の安定を図るべき、という願いが

込められています。そして、それを保障するのは国の義務である、と強調しました。しかし、現在、多くの
人の苦境は明らかに、この生存権をはじめ基本的人権、幸福追求権、教育を受ける権利が侵害されている状態
といえます。 
 私たちは、安心して生活し、家族や友人と笑って語り合い、お金の心配なく医療や介護を受け、学校に通え
ること、学べること、そんな普通の暮らしがしたい、何かに脅かされずに生きていきたいと望んでいるのです。 
 人間として当たり前のことができないのはなぜか、私たちの生存権が脅かされ、困難が引き起こされている
のはなぜなのか、何がそうした状態を作り出しているのかを私たちは学びました。 
 
 私たちは主権者として学びあい、それぞれの取り組みを励ましあい、交流し、仲間を増やし、声をあげてい
くことを確認しました。 
 憲法９７条に「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果
であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久
の権利として信託されたものである」とあるように、私たちは、人間らしく生きる権利を現在に生かし、将
来の国民に引き継いでいく責任があります。 
 
 憲法１２条では「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保持し
なければならない」と規定しています。声を上げ、運動することは主権者としての権利であり義務です。こ
れからも共に手を携え、胸を張って国民の生活と権利を守る取り組みを広く大きく進めていきましょう。 
 

                        ２０１６年１１月２６日 
      「すべてのくらしは２５条から １１．２６埼玉集会」参加者一同  

＜実行委員会＞全日本年金者組合埼玉県本部，埼玉奨学金問題ネットワーク，障害者の生活と権利を守る埼玉県民連絡協議会，

埼玉県社会保障推進協議会，埼玉県労働組合連合会，埼玉県保険医協会，埼玉県教職員組合，埼玉県高等学校教職員組合，埼玉

県民主医療機関連合会，医療生協さいたま生活協同組合，さいたま教育文化研究所，日本自治体労働組合総連合埼玉県本部，全

国福祉保育労働組合埼玉県本部，生活保護基準引下げ反対埼玉連絡会 

＜後援＞埼玉弁護士会，埼玉司法書士会 
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報告 第８回口頭弁論期日 

10月 6日，第７回口頭弁論期日が開かれま

した．浦和駅前には，約 50人でアピールし，

1時間足らずで 850人の人にちらしを渡しま

した．117人が傍聴整理券を求めて並びまし

た．14時からの裁判と並行して集会を開催．

今回は，埼玉県民主医療機関連合会（民医連）

が，生活保護世帯に行った実態調査の報告を

共有しました．閉廷後は，原告・弁護団を迎

え入れての報告と，原告 2人から暮らしの状

況，裁判への思いが語られました．  

＜原告より 私の暮らし，思い＞ 

「不安障害など様々な疾病・障害があって，働けない状況です．生活保護引下げで生活がますます苦しくなり

ました．アパートでは，比較的高いプロパンガスのため，お風呂は週２～３回のシャワーのみで過ごし，1日

2食，おにぎり 1個のみで過ごす日もあります．車がつかえないために，自転車で買い物にいきますが，身体

的に辛いです．下着はボロボロになるまで着ています．今年，防寒着を購入できるかどうかが不安です．今ま

ではわずかながら貯蓄をできていましたが，それも難しいです．基準引下げ前は、年に１～２回友人との交流

ができていましたが，今はできなくなりました．１人でずっと部屋にいると，鉄格子のある独房にいる感じに

なります．以前は水道設備の仕事をしていましたが，多額の借金をしてしまい，取り立てに遭って様々なパワ

ハラ・暴力を受け，最終的に働けなくなりました．憲法 13条の幸福追求を求めていきたいです．贅沢をした

いわけではなく、家電が古くなったら買い変えたり，友人と交流をしたい．ごく普通の生活を送りたいという

だけです」 

 

「川越にある障害福祉サービス事業所で働いています．子供の頃，義理の父親に暴力を受け，精神的に不安定

になりました．養護学校を卒業し働きにいきました．義理の父との関係が悪くなり，一人暮らしを始めました．

10年くらい働きましたが，職場の人間関係がうまくいかず職場を辞め，コインランドリーで寝泊まりするよ

うな生活でした．お金が無くなったため，養護学校に相談をし，障害者相談支援センターで相談し，グループ

ホームを利用するようになりました。それから，生活保護を受けることになりました．仕事を転々として，長

続きしませでした．生活扶助が減ると生活費が払えなくなり，やりたいことを我慢しなければいけません」 

「障害者で会社で働くのが難しい人が多く，生活保護が少なくなると多くの人が困ります．障害者権利条約で

人権が保障されていますが，生活保護引下げはそれに反している．障害のある人たちの実態を知ってもらい，

働ける職場をもっと増やして欲しい．そのためにも一緒に運動をしていきたい． 

第９回 口頭弁論期日 

2017年１月 25日（水） 14:00～ さいたま地裁 

＊一斉アピール行動 11:00～浦和駅前 傍聴には 13:30までに並びましょう 

＊第 10回口頭弁論期日は 2017年５月 17日（水）です 


